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共犯関係からの離脱の問題が絡んだ最判H6．12．6は、急迫不正の侵害
を加えてきた被害者に対して複数人で「反撃＋追撃」の行為を行った事案
について次のように判示した。
「本件のように、相手方の侵害に対し、複数人が共同して防衛行為とし
ての暴行に及び、相手方からの侵害が終了した後に、なおも一部の者が暴
行を続けた場合において、後の暴行を加えていない者について正当防衛の
成否を検討するに当たっては、侵害現在時と侵害終了後とに分けて考察す
るのが相当であり、侵害現在時における暴行が正当防衛と認められる場合
には、侵害終了後の暴行については、侵害現在時における防衛行為として
の暴行の共同意思から離脱したかどうかではなく、新たに共謀が成立した
406白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）
かどうかを検討すべきであって、共謀の成立が認められるときに初めて、
侵害現在時及び侵害終了後の一連の行為を全体として考察し、防衛行為と
しての相当性を検討すべきである」。
この判示内容を少し噛み砕いてみると次のようになる。即ち最判
H6．12．6は、「侵害終了」という事態が存在する場合には、それを境に
「侵害現在時」と「侵害終了後」とに分けて考えるべきであり、「侵害終
了後」については「共同意思からの離脱の成否」ではなく「新たな共謀の
成否」を判断すべきであり、その上で新たな共謀の成立が認められた場合
には更に「一連の行為の全体的考察」を加えるべきとしたのである。
「侵害終了」という事態が存在する場合にそれを境に「侵害現在時」と
「侵害終了後」とをいったん分けておいて、その後、新たな共謀の成立が
認められた場合にはなぜ再び「一連の行為の全体的考察」を加えるべきと
するのかは理解しがたいものの、まず第一に「侵害終了」という客観的事
態を認定した上で正当防衛の成否を論じる態度は、徒に主観的要素を重視
し「防衛意思の継続」等を論じて、根拠や基準が不明確な「全体的考察」
を軽々に持ち出す態度と比較したときには、基準や評価内容の事実性・客
観性を保持し、恣意性を排除しているという点で高い評価に値する。
こうした「適法＋違法」という関連性を持ったケースにおける過剰防
衛行為の一体性に関して、「侵害終了」はむしろ行為の全体的考察（一体
性）に対する「断絶的効果」を有する一つの「特段の事情」と見ることが
できよう。「侵害終了」のような客観的要素を基準として、被告人に不利
に作用することの多い「全体的考察」をまずは否定すべきとした本判例の
態度は、根拠も基準も不明・曖昧で明確性を欠き、罪刑法定主義に惇り、
不当に被告人に不利益を与えるところの「全体的考察」の適用を限定した
点において特筆に値するものである。
しかしこれに対し、過剰防衛の一体性に関する昨今の最高裁判例の態度
は不十分なものと言わざるを得ないように思われ、その内実を分析・批判
過剰防衛行為の一体性について（清水）407
しようというのが本稿の目的である。
その具体的な問題意識は次のようなものである。
・「違法＋適法」というケース（最決H17．1L8。ちなみに最決H20．5．20
は違法＋適法でも違法＋違法のケースでもない）では、後の適法的（部
分）行為により先行した違法が部分的にでも正当化されることを否定し、
断絶的・個別的評価を否定・回避するのが判例の態度のように思われるが
（ただし、最判S32．1．22）、このような分析が果たして可能か、可能であ
るとした場合そのような最高裁判例の態度は果たして妥当なものか。
またこのような態度がとられる理由としては、実務上、先行する違法行
為の時点についての厳密な立証が要求されたり、あるいは後の行為が明ら
かに適法な場合にこの行為に基づいて捜査を行うことが困難になるなどの
事情も考えられ、また実体的には、後にたまたま正当化されたような場合
に、それまでの先行する違法行為が（その一部についても）正当化される
べきでないという（やや心情的、あるいはまた政策的な）判断があるとも
考えられるが、このような考慮が仮に加わっていたとすればそれは妥当な
ものであるか。
・またこれに対して、「適法＋違法」という関連性を持ったケースについ
ては、ほぼ同様の事案類型と考えられる最決H20．6．25と最決H21．2．24
とで結論が分かれ、最決H20．6．25は一体性を否定しそれにより全体とし
ての過剰防衛成立も否定した（上告趣意は全体として正当防衛の成立を主
張したが、一体性が認められれば過剰防衛が認められたものと思われる）
が、逆に最決H21．2．24は一体性を肯定し、全体としての過剰防衛の成立
を肯定した。両判示内容から形式的に読み取られるところの、両結論の違
いを生ぜしめた事実としては、「意思の連続性（一個性）」の有無を指摘
することができ、最決H20．6．25では意思の連続性が否定され、最決H21．
408白鴫大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）
2．24ではそれが肯定されたと解されるが、果たしてこのような分析が可
能であり、また可能であるとしてそれは妥当なものであるか。
・総じて、本稿が問題にするテーマに関して、そもそも全体的考察・一体
的評価を妥当なものとしうる何らかの実定的な根拠はあり得るだろうか。
また更に、行為者の意思の連続の有無といったような内心、主観的事実を
重視して客観的な行為の一体性を（とりわけ肯定的に、とりわけ被告人に
不利益に）評価するときには、その評価基準が曖昧・恣意的ではないかと
の批判を果たして免れ得るか。免れ得ないとすれば、明確性を欠いた判断
が許容されることにより、とりわけ一一体的評価により不利益を被る被告人
が明確かっ公正な根拠に基づかず実体的に適正とはいいがたい有罪の判断
を受けることになるのではないか。そして、このような被告人の罪責が重
くなる方向における一体的評価を明確な基準なしに許容することは、罪刑
法定主義に反し許されないと言うべきではないか。
二最決H17．11．8の分析
本件は「違法＋適法」という関連性を持ったケースであり、そこで問わ
れたのは銃砲刀剣類所持等取締法違反である。最高裁が認定した事実関係
と最高裁の判断内容とは以下の通りである。
「なお、所論は、本件刃物携帯は正当防衛等として違法性が阻却される
と主張するので、職権で判断する。
原判決の認定及び記録によれば、被告人は、かねて激しい反目状態に
あった男性とのけんか抗争等に備える目的で、本件刃物（刃体の長さ約
11cmのはさみの片刃を加工して作製した刃物）をその運転する自動車の
ダッシュボード内に入れておき、その男性運転の四輪駆動車に意図的に衝
突されて自車が転覆した際、護身用に本件刃物をダッシュボードから取出
してズボンのポケットに入れて自車からはい出し、ゴルフクラブを所持し
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たその男性と怒鳴り合う状態になったところ、その場にいた警察官や通行
人らにより引き離され、通行人が本件刃物を被告人のズボンのポケットか
ら取り出して警察官に渡したことから、警察官によりその場で本件刃物の
不法携帯め容疑で現行犯人逮捕されたものであり、検察官は警察官が本件
刃物を現認した時点における本件刃物の携帯を訴因としている。
以上の事実関係によれば、被告人が自動車のダッシュボード内に本件刃
物を入れておいたことは不法な刃物の携帯というべきであり、その後本件
刃物を護身用にポケットに移し替えて携帯したとしても、それは不法な刃
物の携帯の一部と評価するのが相当であるから、本件訴因記載時点におけ
る被告人の携帯行為について、違法性が阻却される余地はないと解すべき
であり、原審の判断は結論において正当である」。
本件が銃砲刀剣類所持等取締法違反被告事件であり、それがいわば継続
犯たる性質を有する点に、このような評価がなされたことの特殊事情が
あったとも言えよう。最高裁も確認しているように、「検察官は警察官が
本件刃物を現認した時点における本件刃物の携帯を訴因としている」とい
うものであった。後半部分の行為が正当防衛として正当化されるとすれば
，本事件は有罪とはならないことになる。行為を断絶的に評価することを判
例とすれば、より厳密な捜査・起訴を検察に強いることになりかねない。
しかし仮にそのような配慮があるとすれば、それは被告人が厳密な裁判、
厳密な有罪・無罪の評価を得る利益を害した上でのものであることこそ顧
慮されるべきである。
急迫不正の「侵害の開始」という特段の客観的事情が明らかに認められ
る以上、そしてそれが被告人に有利に作用しうる事情である以上、その存
在・発生を看過ないし軽視すべきでない（喧嘩闘争における正当防衛の成
立に関する最判S32．1．22も参照）。実体法上の根拠も明らかでなく、その
適用の基準や要件も何ら明らかでない「全体的考察」を安易に持ち出し
て、被告人に不利な実体的評価を加えることは、判断の明確性を害し、罪
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刑法定主義にも惇る評価であると難ぜざるを得ない。
三最決H20．5．20の分析
本件は一見「違法＋適法」の関係性のあるケースに見える（が故に取り
上げた）が、実は最高裁は違法＋適法のケースと見たわけでも、違法＋違
法のケースと見たわけでもない。最高裁が認定した事実関係と最高裁の判
断内容とを次に示そう。
「所論にかんがみ、本件における正当防衛の成否について、職権で判断
する。
1原判決及びその是認する第1審判決の認定によれば、本件の事実関係
は、次のとおりである。
（1）本件の被害者であるA（当時51歳）は、本件当日午後7時30分こ
ろ、自転車にまたがったまま、歩道上に設置されたごみ集積所にごみを捨
てていたところ、帰宅途中に徒歩で通り掛かった被告人（当時41歳）が、
その姿を不審と感じて声を掛けるなどしたことから、両名は言い争いと
なった。
（2）被告人は、いきなりAの左ほおを手けんで1回殴打し、直後に走っ
て立ち去った。
（3）Aは、「待て。」などと言いながら、自転車で被告人を追い掛け、上
記殴打現場から約26．5m先を左折して約60m進んだ歩道上で被告人に追い
付き、自転車に乗ったまま、水平に伸ばした右腕で、後方から被告人の背
中の上部又は首付近を強く殴打した。
（4）被告人は、上記Aの攻撃によって前方に倒れたが、起き上がり、護
身用に携帯していた特殊警棒を衣服から取出し、Aに対し、その顔面や防
御しようとした左手を数回殴打する暴行を加え、よって、同人に加療約3
週間を要する顔面挫創、左手小指中節骨骨折の傷害を負わせた。
2本件の公訴事実は、被告人の前記1（4）の行為を傷害罪に問うもの
過剰防衛行為の一体性について（清水）411
であるが、所論は、Aの前記1（3）の攻撃に侵害の急迫性がないとした
原判断は誤りであり、被告人の本件傷害行為にっいては正当防衛が成立す
る旨主張する。しかしながら、前記の事実関係によれば、被告人は、Aか
ら攻撃されるに先立ち、Aに対して暴行を加えているのであって、Aの攻
撃は、被告人の暴行に触発された、その直後における近接した場所での一
連、一体の事態ということができ、被告人は不正の行為により自ら侵害を
招いたものといえるから、Aの攻撃が被告人の前記暴行の程度を大きく超
えるものでないなどの本件の事実関係の下においては、被告人の本件傷害
行為は、被告人において何らかの反撃行為に出ることが正当とされる状況
における行為とはいえないというべきである。そうすると、正当防衛の成
立を否定した原判断は、結論において正当である」。
最高裁が判示内容の中で「一連、一体の事態」と述べているのは被告人
の先行暴行行為と後行傷害行為に関してではなく、被告人の先行暴行行為
とそれに対するAの（約60m進んだ歩道上で被告人に追い付き、自転車
に乗ったまま、水平に伸ばした右腕で、後方から被告人の背中の上部又は
首付近を強く殴打した）行為とについてであり、そして両者の「一体性」
の判示はむしろこのAの反撃的な殴打行為の急迫性を否定する趣旨（ある
いは被告人の自招行為を認定する趣旨）で述べてられているのである。
四最決H20．6．25と最決H21．2．24の分析
（一）最決H20．6。25と最決H21．2．24とは共に「適法＋違法」という関
連性を持ったケースであるが、ほぼ同様の事案類型と考えられる両者は結
論を異にしており、最決H20、6．25は一体性を否定しそれにより全体とし
ての過剰防衛成立も否定した（上告趣意は全体として正当防衛の成立を主
張したが、一体性が認められれば過剰防衛が認められたものと思われる）
が、逆に最決H21．2．24は一体性を肯定し、全体としての過剰防衛の成立
を肯定した。
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（二）まず最決H20．6．25について考察するが、本件事案はまず被告人が
甲らから因縁をつけられるところから始まる。最高裁が示した事実関係は
以下のようなものである。
「（1）被告人（当時64歳）は、本件当日、第1審判示『Aプラザ』の
屋外喫煙所の外階段下で喫煙し、屋内に戻ろうとしたところ、甲（当時
76歳）が、その知人である乙及び丙と一緒におり、甲は、『ちょっと待て。
話がある。』と被告人に呼び掛けた。被告人は、以前にも甲から因縁を付
けられて暴行を加えられたことがあり、今回も因縁を付けられて殴られる
のではないかと考えたものの、同人の呼び掛けに応じて、共に上記屋外喫
煙所の外階段西側へ移動した。
（2）被告人は、同所において、甲からいきなり殴り掛かられ、これをか
わしたものの、腰付近を持たれて付近のフェンスまで押し込まれた。甲
は、更に被告人を自己の体とフェンスとの問に挟むようにして両手でフェ
ンスをつかみ、被告人をフェンスに押し付けながら、ひざや足で数回けっ
たため、被告人も甲の体を抱えながら足を絡めたり、けり返したりした。
そのころ、二人がもみ合っている現場に乙及び丙が近付くなどしたため、
被告人は、1対3の関係にならないように、乙らに対し『おれはやくざ
だ。』などと述べて威嚇した。そして、被告人をフェンスに押さえ付けて
いた甲を離すようにしながら、その顔面を1回殴打した。
（3）すると、甲は、その場にあったアルミ製灰皿（直径19cm、高さ
60cmの円柱形をしたもの）を持ち上げ、被告人に向けて投げ付けた。被
告人は、投げ付けられた同灰皿を避けながら、同灰皿を投げ付けた反動で
体勢を崩した甲の顔面を右手で殴打すると、甲は、頭部から落ちるように
転倒して、後頭部をタイルの敷き詰められた地面に打ち付け、仰向けに倒
れたまま意識を失ったように動かなくなった（以下、ここまでの被告人の
甲に対する暴行を「第1暴行」という。）。
（4）被告人は、憤激の余り、意識を失ったように動かなくなって仰向け
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に倒れている甲に対し、その状況を十分に認識しながら、『おれを甘く見
ているな。おれに勝てるつもりでいるのか。』などと言い、その腹部等を
足げにしたり、足で踏み付けたりし、さらに、腹部にひざをぶつける（右
ひざを曲げて、ひざ頭を落とすという態様であった。）などの暴行を加え
た（以下、この段階の被告人の甲に対する暴行を「第2暴行」という。）
が、甲は、第2暴行により、肋骨骨折、脾臓挫滅、腸間膜挫滅等の傷害を
負った。
（5）甲は、Aプラザから付近の病院へ救急車で搬送されたものの、6時
間余り後に、頭部打撲による頭蓋骨骨折に伴うクモ膜下出血によって死亡
したが、この死因となる傷害は第1暴行によって生じたものであった」。
これに対する最高裁の判示内容は以下のようなものである。
「所論は、第1暴行と第2暴行は、分断せず一体のものとして評価すべ
きであって、前者について正当防衛が成立する以上、全体につき正当防衛
を認めて無罪とすべきであるなどと主張する。
しかしながら、前記1の事実関係の下では、第1暴行により転倒した甲
が、被告人に対し更なる侵害行為に出る可能性はなかったのであり、被告
人は、そのことを認識した上で、専ら攻撃の意思に基づいて第2暴行に及
んでいるのであるから、第2暴行が正当防衛の要件を満たさないことは明
らかである。そして、両暴行は、時間的、場所的には連続しているもの
の、甲による侵害の継続性及び被告人の防衛の意思の有無という点で、明
らかに性質を異にし、被告人が前記発言をした上で抵抗不能の状態にある
甲に対して相当に激しい態様の第2暴行に及んでいることにもかんがみる
と、その間には断絶があるというべきであって、急迫不正の侵害に対して
反撃を継続するうちに、その反撃が量的に過剰になったものとは認められ
ない。そうすると、両暴行を全体的に考察して、1個の過剰防衛の成立を
認めるのは相当でなく、正当防衛に当たる第1暴行については、罪に問う
ことはできないが、第2暴行については、正当防衛はもとより過剰防衛を
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論ずる余地もないのであって、これにより甲に負わせた傷害につき、被告
人は傷害罪の責任を負うというべきである」。
最決H20．6．25が両暴行について「明らかに性質を異にし」ていると
認める上で根拠とした事情とは、「時間的、場所的には連続しているもの
の、甲による侵害の継続性及び被告人の防衛の意思の有無という点」で
あった。
（三）これに対して最決H21．2．24が判示した内容は次の通りである。
「1本件は、覚せい剤取締法違反の罪で起訴され、拘置所に勾留され
ていた被告人が、同拘置所内の居室において、同室の男性（以下『被害
者』という。）に対し、折り畳み机を投げ付け、その顔面を手けんで数回
殴打するなどの暴行を加えて同人に加療約3週問を要する左中指腱断裂及
び左中指挫創の傷害（以下『本件傷害』という。）を負わせたとして、傷
害罪で起訴された事案である。
2原判決は、上記折り畳み机による暴行については、被害者の方から被
告人に向けて同机を押し倒してきたため、被告人はその反撃として同机を
押し返したもの（以下『第1暴行』という。）であり、これには被害者か
らの急迫不正の侵害に対する防衛手段としての相当性が認められるが、同
机に当たって押し倒され、反撃や抵抗が困難な状態になった被害者に対
し、その顔面を手けんで数回殴打したこと（以下『第2暴行』という。）
は、防衛手段としての相当性の範囲を逸脱したものであるとした。そし
て、原判決は、第1暴行と第2暴行は、被害者による急迫不正の侵害に対
し、時間的・場所的に接着してなされた一連一体の行為であるから、両暴
行を分断して評価すべきではなく、全体として1個の過剰防衛行為として
評価すべきであるとし、罪となるべき事実として、『被告人は、被害者が
折り畳み机を被告人に向けて押し倒してきたのに対し、自己の身体を防衛
するため、防衛の程度を超え、同机を被害者に向けて押し返した上、これ
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により転倒した同人の顔面を手けんで数回殴打する暴行を加えて、同人に
本件傷害を負わせた』旨認定し、過剰防衛による傷害罪の成立を認めた。
その上で、原判決は、本件傷害と直接の因果関係を有するのは第1暴行の
みであるところ、同暴行を単独で評価すれば、防衛手段として相当といえ
ることを酌むべき事情の一つとして認定し、被告人を懲役4月に処した。
3所論は、本件傷害は、違法性のない第1暴行によって生じたものであ
るから、第2暴行が防衛手段としての相当性の範囲を逸脱していたとして
も、過剰防衛による傷害罪が成立する余地はなく、暴行罪が成立するにす
ぎないと主張する。
しかしながら、前記事実関係の下では、被告人が被害者に対して加えた
暴行は、急迫不正の侵害に対する一連一体のものであり、同一の防衛の意
思に基づく1個の行為と認めることができるから』全体的に考察して1個
の過剰防衛としての傷害罪の成立を認めるのが相当であり、所論指摘の点
は、有利な情状として考慮すれば足りるというべきである。以上と同旨の
原判断は正当である」。
最決H21．2．24は、行為の一体性（全体的考察）を認める理由として
はっきりと「同一の防衛の意思に基づく」ことを挙げている。
（四）最決H20．6．25においては、「甲による侵害の継続性」と共に意思
の連続性（「防衛の意思の有無」）が否定されたために行為の一体性が否定
され、それにより全体としての過剰防衛の成立も否定された。しかしむし
ろ、同様に「適法＋違法」という関連性を持ったケースである冒頭に掲げ
た最判H6．12．6のように、「侵害終了」のような客観的要素を基準とし
て、これを行為の全体的考察（一体性）に対する「断絶的効果」を有する
一っの「特段の事情」と見て「全体的考察」を否定すべきであったと解す
る（つまり、まさに「甲による侵害の継続性」こそ重視すべきであった）。
具体的には被害者が「後頭部をタイルの敷き詰められた地面に打ち付け、
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仰向けに倒れたまま意識を失ったように動かなくなった」点こそ、急迫不
正の「侵害の終了」として重視されるべきであった。意思の連続性という
恣意的で明確性を欠く基準により「全体的考察」の曖昧な適用を許すこと
は不当であり、罪刑法定主義にも反し、被告人に理由なき実体法上の不利
益を加えるものにほかならない。
また最決H21．2．24についても、仮に第2暴行から傷害結果が発生して
いたとした場合、断絶的評価を加えて第2暴行について量的過剰防衛の成
立を否定して端的に傷害罪が成立したとしても、それがすでに急迫不正の
「侵害の終了」という客観的事情により「反撃や抵抗が困難な状態になっ
た被害者に対しその顔面を手けんで数回殴打した」ものである以上理解し
うるところである。あるいはまた、なお急迫不正の侵害は終了していない
と誤認したことによる誤想防衛ないし誤想過剰防衛が成立しうる場合もあ
るものと解する。
（五）最判H9．6．16は、第一審、第二審判決が共に「侵害の終了」と「防
衛の意思の消失」を認めて断絶的評価をし、後半の行為が正当防衛にも過
剰防衛にも当たらないとしたのを破棄して、被告人に対する急迫不正の侵
害はなお継続しており、被告人の反撃行為は防衛の意思をもってされたと
して全体として過剰防衛が成立するものと判示したものである。
本件は確かに客観的な「侵害の終了」がいまだはっきりとはむしろ認め
がたい事案であった点が特徴的であり、最高裁の認定も理解しうるところ
である。しかし仮に第一審、第二審判決が認定したようにすでに「侵害の
終了」が客観的に認定可能な場合であったならば、やはり第一審、第二審
判決の結論と同様に正当防衛にも過剰防衛にも当たらないとするか、また
はなお急迫不正の侵害は終了していないと誤認したことによる誤想防衛な
いし誤想過剰防衛の成立を認めるとする結論に至るものと思われる。
過剰防衛行為の一体性について（清水）417
五結論
（一）違法＋適法のケース（最決H17．11．8。ちなみに最決H20．5．20は
違法＋適法でも違法＋違法のケースでもない）では、後の適法行為により
先行する違法が正当化されることを否定するのが判例の態度と思われる。
先行する違法行為の時点についての厳密な立証が要求されることになる
し、後の行為が明らかに適法な場合にこの行為に基づいて捜査を行うこと
が困難になるなどの事情も考えられよう。また実体的には、後にたまたま
正当化されたような場合に、それまでの先行する違法行為を正当化すべき
でないという判断があるとも考えられる。
しかし全体的考察・一体的評価には実定法上の根拠がなくまた明確性も
欠くものであるから、被告人の罪責が重くなる方向でこうした評価を加え
ることは罪刑法定主義に反し許されないものと解すべきである。
（二）これに対して適法＋違法のケースについては、ほぼ同様の事案類
型と考えられる最決H20．625と最決H21．2．24とで結論が分かれた。最
決H20．6．25は一体性を否定しそれにより全体としての過剰防衛成立も否
定した（上告趣意は全体として正当防衛の成立を主張したが、一体性が認
められれば過剰防衛が認められたものと思われる）。逆に最決H21．2．24
は一体性を肯定し全体としての過剰防衛成立を肯定した。両判示内容から
形式的に読み取られるところの、両結論の違いを生ぜしめた事実として
は、「意思の連続性（一個性）」の有無を指摘できる。最決H20．6．25では
（「侵害の継続性」も考慮されたものの）意思の連続性が否定され、最決
H2L2．24ではそれが肯定されたのである。
しかしここでも、そもそも全体的考察・一体的評価には何らの実定法上
の根拠もないのであり、更には行為者の意思の連続があったかどうかとい
う主観的事実（内心）に対する（外部的事実から推測しがたいがゆえに、
また連続かどうかを判断する基準が明らかでないがゆえに）恣意的との批
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判を常に免れがたい評価によって結論が分かれる場合があることを認める
とすれば、なおのこと明確性を欠いた判断を許容するものと言わざるを得
ず、とりわけ一体的評価により不利益を被る被告人は明確かっ公正な根拠
を欠いた実体的に適正とはいいがたい有罪認定を受けることになる。やは
り、被告人の罪責が重くなる方向においてこのような一体的評価を許容す
ることは罪刑法定主義に照らして許されるべきではない。
（三）冒頭に掲げた最判H6．12．6のように、例えば「適法＋違法」とい
う関連性を持ったケースにおける過剰防衛行為の一・体性について、「侵害
終了」（ないし「侵害の継続性の終了」）のような客観的要素を基準とし
て、これを行為の全体的考察（一体性）に対する「断絶的効果」を有する
一つの「特段の事情」と見て、被告人に不利に作用することの多い「全体
的考察」を否定すべきとする態度こそ、根拠・基準が不明かつ曖昧で明確
性を欠き、罪刑法定主義にも反し、不当に被告人に不利に作用する「全体
的考察」の適用を限定化するものであり、評価されるべきものである。
（四）最後に、急迫不正の「侵害の終了」などの客観的事情により断絶的
評価が加えられた場合において、あるいはなお急迫不正の侵害は終了して
いないと誤認したことによる誤想防衛ないし誤想過剰防衛の成立が認めら
れるべき場合もありうることは強調されてしかるべきである。
畢章、本稿が扱ってきた問題は、，「急迫不正の侵害」の存在が正当防衛
の成立要件であるところ、侵害の開始や発生・存在については比較的論じ
やすくまた論じられてきた一方で、一体いっ、どんな場合に「侵害の終
了」ということを言えるのかという点についてはこれまであまり意識的に
論じられてきておらず、この点の分析不足や解釈の困難から生じているも
のと思われる。今後の議論の集積が侯たれるところである。
（本学法科大学院・法学部准教授）
